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アジア諸国の土地収用制度とその課題
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Ⅰ　はじめに

個人の権利の中でも特に重要な所有権と開発に不可欠な収用をどう調整するか
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は、途上国のみならず先進国においても大きな問題である。

特に土地は人々の生活の基盤であるから、土地収用において、この問題はより

大きな広がりを持ったものとなる。土地収用制度は、この問題に対処するために

設けられた仕組みであるが、その内容は国によって大きく異なっている。この違

いは各国家の経済、文化、開発段階、国家体制が強く反映されたものである。本

稿では、日本、中国、香港、カンボジアの土地収用制度を比較することで、国ご

とにどのような課題があるかを明らかにし、今後どのような改革が望まれるのか

検討したい。

まず、日本の制度を比較の基準として確認する。そのうえで、日本とは異なる

国家体制をとる中国の制度について考察する。続いて、中国の一部でありながら、

一国二制度という特殊な関係で結びついている香港の制度について考察する。最

後に、経済的にも制度的にも発展途上と考えられる国の例として、カンボジアを

取り上げる。

また、各国の置かれた状況による制度の違いを認識することにとどまらず、国

ごとに必然的に異なる制度の中にも、共通する核となる部分を探索し、その意義

をグローバルな観点からとらえることも目的としている。

Ⅱ　日本の土地収用制度とその課題

1　土地収用制度の概要

（ 1） 土地収用制度の沿革

日本の土地収用制度は、明治 5年大蔵省布達第126号及び第159号による「地所

売買譲渡ニ付地券渡方規則」の改正によって創設された。同規則の中では、「御

用ノ節」には、「地券ニ記セル代価」又は「建物等ニ応シ相当ノ手当」をもって

土地・建物等を強制取得することができる旨が定められていた1）。

制度の創設当時は、中央集権体制の中で、国家が制度の担い手であった。しか

し、現在では地方分権化が進み2）、国土交通大臣が事業認定（土地収用の要件たる

公益性の認定）を行う事業は比較的大規模なものに限られる。比較的大規模な事

業以外は、原則として都道府県知事が事業認定を行うものとされている3）。

（ 2） 現行土地収用制度

土地収用法は憲法第29条第 3項に基づき、公共の利益と私有財産の保護との調
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整を図ることを目的としている。同法は、土地を収用又は使用する場合の手続、

補償の内容等を定めるものである4）。

ただし、実務では強制的な収用をなるべく避けようとするため、ほとんどの

ケースでは収用手続によらず、起業者と被収用者の間での任意買収で決着する。

しかし、任意買収では起業者ごとに損失補償規定の具体的な解釈・運用に差異が

生じてしまう。また、補償金の算定は様々な専門技術的内容を持っているため、

これだけでは具体的な場合に損失補償額を算定することが困難である。これらの

ことから、さらに詳細な補償算定基準が求められていた。これを受けて、損失補

償基準要綱（昭和37年 6月閣議決定）が策定され、収用と任意買収に統一された補

償基準を適用することが可能になった5）。

土地収用手続は、事業認定手続と裁決手続の二つからなる。事業認定手続では

国土交通大臣又は都道府県知事が、土地収用の要件たる事業の公共性の認定を行

う。公共性が認定されると、裁決手続に移行する。この手続では収用委員会が、

補償金額を確定する。収用委員は、法律、経済又は行政に精通し、公共の福祉に

関し公正に判断できる者のうちから、都道府県議会の同意を得て、都道県知事に

よって任命される。収用委員会は、公開審理を行い、権利取得裁決・明渡裁決を

出す。この裁決に従って、補償金の支払、権利取得、明渡しが行われる6）。

2　補償制度

（ 1） 補償制度の理論的基礎

土地収用制度の根幹を成すのは、公共の利益のために、契約自由の原則の例外

として払われた「特別の犠牲」に対する補償である7）。憲法第29条第 3項は、「正

当な補償」を要求している8）。「正当な補償」の解釈については、現在の判例・

学説ともに財産の社会的評価（市場価格）による完全な補償を求める完全補償説

をとっていると解される9）。

損失補償は、次の二つに分かれている。

一つ目は、事業用地の取得に伴って生じる損失に対する補償である。これを、

収用損失の補償と呼ぶ。収用損失補償の中には、A）権利対価補償（財産権の喪

失に対する補償）、B）通損補償（財産権の喪失に伴って付随的に生じる損失に対する

補償）、C）生活再建補償（生活の移転に必要な生活再建措置等）が含まれる10）。

二つ目は、公共事業の施行中又は施行後に公共施設の周辺に生じる様々な公害

被害などに対する補償である。これを、事業損失の補償と呼ぶ。
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損失額の算定基準は、社会の客観的評価によって決定され、財産権者の特殊事

情や主観的感情価値を考慮する必要はない11）。ただし、感情的な価値であっても、

土地の眺望、静寂などの住環境のように土地や財産自体の事情に基づき、一般的

に承認されている好感価値などは、客観的な価格の構成要素となりうる。

（ 2） 権利対価補償

土地収用法に定められた権利対価補償の対象には、土地、土地の定着物、土砂

れき（公共事業のために土地は必要なく、地中の土砂れきのみが必要な場合）、土地に

ある所有権以外の権利（地上権、鉱業権、温泉権、漁業権、河川の流水を利用する権

利等）がある12）。

日本は土地と建物を別個の不動産と考えるため、被収用地上に建物や立木があ

る場合、土地とは別にこれらも収用するか、移転させなければならない。土地上

の立木や建物などの土地の定着物は移転させるのが原則とされており、この場合

には通損補償の対象となる。一方、土地の定着物を土地とともに公共事業の用に

供する必要があるときは、定着物も収用の目的物となる。この場合、定着物に対

する被収用者の権利が権利対価補償の対象となる13）。

（ 3） 通損補償

通損補償の要件は、①損失が収用・使用と相当因果関係をもち、②通常の事情

の下で生じる財産上の損失であって、③被収用者の受忍限度を超えたものである

ことである14）。精神上の損失は含まれない。残地補償、収用地上の建物等の物件

の移転費用補償、営業補償、離作料、家賃減収補償などが含まれ、補償基準要綱

にはこれ以外にも動産移転料補償、仮住居補償、移転雑費補償、改葬の補償、祭

祀料補償等が通損補償として定められている15）。

（ 4） 生活再建補償

大規模な公共事業の中には、個々の財産権に対する特別の犠牲を超えて、村落

共同体など人々の生活基礎が一挙に奪われるものがある。この場合、財産権の喪

失を補償金によって補塡しても生活・生存に関する利益の喪失を補塡できないた

め、新しく設けられた補償類型が生活再建補償である。借家人に対する損失の補

償、少数残存者補償、離職者補償などがある16）。

もっとも、どこまでが B）通損補償で、どこからが C）生活再建補償になるの
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か、明確に区分することは困難である。例えば、通損補償は権利対価補償では補

償しきれない、土地上の建物等の物件や農業・漁業・営業等の経営の移転費用を

中心とするものであり、生活再建補償は職業や地域コミュニティと結びついた生

活の移転に要する費用の補償という意味で、それと趣旨を同じくするという見方

もある17）。

（ 5） 事業損失の補償

事業損失とは、公共事業の施工中又は施工後に公共施設の周辺に生じる様々な

公害被害のことである。

典型的な事業損失には、次の二つの類型がある。

一つ目は、公共事業に起因して周辺地域にもたらされる損害である。これも二

つに分類される。

まず、建設工事に伴う一時的な損失である。例えば、建設機械の騒音、振動、

大気汚染、水質汚濁による損失などがある。この損失を、工事原因損失と呼ぶ。

次に、公共施設完成後に生ずる継続的な損失である。例えば、高架道路による

日照阻害、交通騒音、電波障害、土地の高低差等の物理的影響、大気汚染、地盤

沈下、地下水位低下による水枯渇、水質汚濁による損失などがある。この損失を、

施設原因損失と呼ぶ。

二つ目は、被収用地が公共の用に供されることによって残地に生じる損失であ

る。例えば、騒音・排気ガス等の被害により残地が値下がりする場合などがあ

る18）。

従来、事業損失の性格は不法行為の問題として扱われ、不法行為の要件を満た

さない限り損害の賠償はされず、受忍限度の範囲内だと考えられてきた19）。しか

し、公共事業が大規模化すると、公共事業によってもたらされる社会的利益を

もってしてもその不利益を正当化し、受忍限度の範囲内と考えることが難しい場

合が増えてきた。そこで現在では、事業損失も一種の損失補償として扱うべきで

あると考えられるようになった20）。

事業損失の補償は、原則として損害等の発生前の状態に復元することを目的と

する。機能回復が可能な場合には、そのために通常必要とされる費用を補償する。

機能回復が不可能又は不適当と認められる場合には、これに代替する機能を回復

させる費用の補償、又は被収用者が代替措置を講ずることを前提とした補償をす

る21）。
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もっとも、事業損失は収用損失に比べて広範囲で因果関係の遠い損失に対する

補償であり、その態様も多様なことから補償対象範囲が曖昧であり、判例・学説

でも議論のあるところである22）。

3　事例（八ッ場ダム建設事業における生活再建補償）

日本の土地収用制度の中でも特徴的なのは、生活再建補償と事業損失補償によ

る手厚い補償制度である。そこで、この節では八ッ場ダム建設事業において、具

体的にどのような生活再建補償がなされているかみていく。

（ 1） 事案の概要

八ッ場ダムは、利根川の洪水調節と利根川下流域の都市用水の供給を目的とし

て群馬県吾妻郡長野原町に建設が進められている多目的ダムである。事業主体で

ある国土交通省関東地方整備局が1952年に計画し、1986年に基本計画が公示され

た。計画では、人の居住地もダム湖として水没させることになっている。1994年

から道路等の付帯工事が開始され、2015年にようやく本体工事が始まったものの、

2015年度の完成予定が、2020年完成に延長されている23）。

（ 2） 生活再建補償の内容

八ッ場ダムの建設予定地には川原湯温泉があり、この温泉街そのものや住民の

地区毎の独自の文化・習慣などの固有のつながりを継続させる必要があることか

ら、「ずり上がり方式」が採用された。「ずり上がり方式」とは、水没予定地の住

民の生活基盤を家屋のみならず、道路、鉄道、上下水道、電線に至るインフラ全

般を水没後の湖水面から見た沿岸部にそのままずり上げる方式で行われる代替地

整備のことを指す。この方式をとることで、既存のコミュニティを保ったまま移

転することが可能となる。代替地を分譲するだけでなく、補償として住民の既存

のコミュニティのような価値を維持するための措置を講じている点は、個人権保

護の観点からは非常に手厚いといえる。その一方、既存の集落で生活を維持しつ

つ、新しい集落での生活を作っていかなくてはならないため、事業進捗には時間

を要する。これは、仮の道路や排水路の設置や、段階的な施工の必要性が生じる

場合があるためである（「ずり上がり方式」の利点・欠点については、内藤・下記注

24に詳しい）24）。

このように手厚い補償を行ってもなお、反対住民の運動は続いており、未だに
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水没予定地区からの移転を拒んでいる住民もいる25）。ダム建設反対の中心的理由

になっているのは、自然環境の破壊、歴史遺産の水没、地域の破壊、温泉街復興

への疑念等である26）。これらの不満を一つずつ解消できるような補償を行うこと

が理想的ではあるが、現実的には補償範囲を広げすぎることは公共事業の進行を

阻害しかねない。

4　制度の現状

個人の権利の保障に最大限の注意を払うことは最重要のことである。まずは土

地収用手続の明確な制度整備、その中でも補償の確保は特に重要な柱といえる。

日本はこの点についてかなり配慮した制度設計を行っている。特に生活再建補償

まで含めた収用損失補償と事業損失補償は他国に比べ非常に充実しており、一定

の成功を収めているといえる。しかし一方で、補償を充実させるほど補償金額は

増大し、公共事業によって得られるメリットを相殺する恐れもある。日本の土地

収用制度は、補償の充実を主眼にした制度設計の段階は過ぎ、公益と個人権のバ

ランスを公正に計りながら補償の限界を画する段階に至っていると考えられる。

Ⅲ　中国の土地収用制度とその課題

1　制度の概要

（ 1） 基本規定

中国における土地制度の最も基本となる規定は2004年に改正された「中華人民

共和国憲法」（以下、「憲法」）に置かれている。憲法では、都市の土地は国有（憲

法第10条第 1項）、農村及び都市郊外の土地は原則として集団所有（同条第 2項）

と定められ、個人による土地の所有は否定されている。

土地収用については、同条第 3項が規定する。本条は、国家は公共利益の必要

のため、法律の規定に基づき、補償を与えることと併せて土地に対し「徴収」あ

るいは「徴用」を実行することができると規定している。本項における「徴収」

とは土地所有権の収用を指し、「徴用」とは土地使用権の回収を指すものとされ

ている27）。

また、憲法第13条第 3項では、土地と同様に公民の私有財産に対しても、公共

利益の必要のため、法律の規定に基づき、補償と併せて徴収あるいは徴用ができ

ることが定められている。
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前述のように、中国では都市（国有地）と農村（集団所有地）の二つの土地制度

を明確に区別しているため、次項より両者を区別して整理する。

（ 2） 都市（国有地）の制度

憲法の規定を具体化した法律として、まず「中華人民共和国土地管理法」（1986

年採択、2004年改正。以下、「土地管理法」）が挙げられる。国有地については、国

が有償で個人・団体に使用権を与える場合（土地管理法第 2条第 5項）と、無償で

一定の組織に使用権を与える場合（同法第54条）があることを同法は定めている。

これらの使用権を公共利益のため、もしくは都市計画の実施のために国が回収す

ることは、使用権の認可を与えた人民政府の承認があれば可能であるとされてい

る（同法第58条第 1項第 1号、同第 2号）。また、同法ではこれらの使用権の回収に

は適当な補償が必要であるとしている（同条第 2項）が、この補償の内容につい

ては明示されていない。

そこで、2011年に「国有土地上家屋徴収補償条例」28）（以下、「条例」）が定められ、

補償の内容が明示された。本条例では、国有地の使用権の回収は土地上の家屋

（所有権は土地使用者にある）の徴収と同時に行うことを規定（条例第13条第 3項）

し、補償は当該家屋の市場価格を基準（条例第19条）として算定する方法を採用

している。具体的には、徴収対象家屋の価値、立ち退き・臨時移転の費用、生産・

営業停止による損失の三点について補償すると定められている（条例第17条）。さ

らに、手続面では、市・県政府が関係行政部門と共に徴収補償方案を策定・公布

し、意見を募集すること（条例第10条、第11条）、補償を先に行わなければ立ち退

きを求めることはできないこと（条例第27条第 1項）、暴力や生活インフラの停止

などの違法な方法による立ち退きの強制の禁止（同条第 3項）など、被収用者に

配慮した規定がある。

（ 3） 農村（集団所有地）の制度

集団所有地については、憲法で定められた土地の所有権の主体たる「集団」と

は、郷鎮政府（中国における最下位の行政区分）・村民委員会（郷鎮政府の管理下に

ある住民の自治組織としての村の運営にあたる組織）・村民小組（村のさらに下位にあ

る数十戸程度から成る組織）又は各クラスに応じた集団経済組織を指す（土地管理

法第10条）。そして、個人（農民）はこれらの所有権の主体たる集団から土地使用

権（正式には「土地承包経営権」）を約定によって割り当てられることが規定され
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ている（同法第14条第 1項）。

土地管理法第43条は、組織や個人が建設を行い、土地を利用する場合は、原則

として国有地の使用を申請することとしており、集団所有地における建設は、村

民が自身の住宅を建設する場合などに厳しく限定している（同法第63条も参照）。

このため、集団所有地の収用は、国有地への転換を意味することとなる。

集団所有地を徴収する際の手続きとしては、徴収を実施する地方政府は転用の

審査・承認を上級行政区分の政府などに求めなければならない（同法第45条第 2項、

第44条）。そして、徴収と補償についての案は、公告し、農民（被徴収者）の意見

を聞かなければならない（同法第48条）。ただし、これらの土地の徴収を行う際の

許可の要件、判断基準などを具体的に定めた法令は存在しておらず、権限を持つ

政府の裁量に任されている29）。

補償については、同法第46条第 2項の規定に基づく手続を行った被徴収者には、

土地補償費（徴収前 3年間の平均生産額の 6～10倍の額）、安置補助費（生活補助の

ための費用。支給対象人数は徴収する農地面積を徴収前の一人あたりの平均占有面積で

割ることで算出。支給額は、徴収前 3年間の平均生産額の 4～ 6倍の額）、地上附着物

補償費（地上設備に対する補償）、青苗補償費（作物に対する補償）などが支払われ

る（同法第47条）。なお、土地補償費については村民委員会等が一括管理し、村民

による会議などで使用方法が決せられることになっている30）。住居の補償につい

ては、原則として代わりの住宅の提供が義務付けられているが、提供される住居

は現代式であるため、農業を行い、二世帯で住むには不便なものであるという指

摘もある31）。

2　中国における土地収用の実情

前節では中国における土地収用と補償の制度を整理したが、本節ではこの制度

下での実際の運用状況を、事例を挙げて検討する。中国では、日本の年金に相当

する養老保険が都市部と比較して農村部では十分に普及していないといった実

情32）から、農民には土地以外に生活を保障するものがなく、特に農村部におい

て土地収用が問題となるため、農村の事例を中心に取り上げる。

先述の収用手続は、特に地方政府においては守られていないことが調査によっ

て明らかになりつつある。前節で紹介した手続とはやや異なる経緯で土地収用が

行われた事案であるが、日本においても報道された代表的な事件として烏坎事件

が挙げられる。任哲の報告によると、事件の概要は次の通りである。烏坎村は、
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広東省の東部にある陸豊市33）東海鎮に属する人口 1万2000人ほどの非常に大き

な村であるが、村の運営は鎮政府の出張組織を前身とし、鎮政府が選出した役員

によって構成される村民委員会が行っていた。1990年代初め頃より、村党支部の

代表である村党書記と村民委員会の代表である村主任及びその親族らは集団所有

企業を設立し、村の土地の使用権をその企業のものに変更、さらには一部を外部

の企業に譲渡するなどした。この際、彼らは村の記録に土地譲渡に関する収支の

詳細な記録を残さず、村民にわずかな配当金しか与えなかったため、2009年頃よ

り疑問に感じた村民らが市政府や省政府に陳情、さらには2011年頃より暴動に発

展したという事件である34）。この事件は、村民に収用に伴う補償を十分にせず、

その分の利益が村官（村党書記や村主任）ら一部の人間の私腹を肥やすために用

いられた代表的な事例である。

また、湖南省永州市35）寧遠県舜陵鎮の村では、2003年 2月に県政府が「文化

広場」の建設のため村の土地7.1haを収用することとした例がある。この事例で

は、同年 5月に県は村民委員会と実際に収容される面積よりも少ない5.3haを171

万元（一人あたり約2700元）36）の補償金で収用する契約を結んだ。住民は反対した

が、県は省政府の許可を得て収用作業を開始し、政府と衝突した住民のうち 6名

は警察に拘留された。さらに、永州市人民裁判所も、2004年に住民の強制退去を

命じる判決を下した。なお、この土地は1800万元で落札され、土地上にはビルが

建設された37）。

他にも、王国林が浙江省杭州市38）臨安区39）において詳細な実地調査を行うこ

とで土地収用の実態が明らかになっている。王の調査によれば、郷鎮政府の役人

と村官が結託して村民に十分な説明をしないまま土地収用を決定する、土地に居

座り抗議する村民を暴力や不当な身体拘束で排除する、抗議活動の中心人物を買

収しようとする、本来は収用対象でない土地までも不法に占拠する、といった不

正が横行している実情を村の住民たちが証言している40）。そして、このような不

正によって役人や村官が利益を得ていることも指摘されている41）。

3　制度的問題点

本節では、前節で取り上げた事例のような問題が生じる原因を制度の観点から

検討する。

龔刃韌は制度的側面から見た問題点として、政府が土地市場を独占しているた

め、最終的な支配権は常に政府に握られていること42）、土地収用に関しては計画
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経済のシステムによって手続・補償が行われるが、収用した土地の払下げに関し

ては市場経済のシステムが採用されているため、収益の分配に大きな格差が生じ

ていること43）を指摘している。特にこの点については他の文献においても言及

され、重要な指摘であると考えられる。例えば、鄧菁華は以下のようにこの問題

点について述べている。

　また、地方政府は土地使用権の持ち主（土地請負経営権者）が取引に参加

する権利を排斥し、自ら市場取引の主体となった。土地を安い値段、「行政

的な」手段で左手に入れる一方で、右手で「市場的な」方法、高い土地価格

で譲渡する。その差は地方財政の重要な収入源となっている。それに伴う巨

大な利益は、土地の「乱開発」につながり、投資過熱の原因にもなってい

る44）。

このように、土地収用手続、補償手続が適正に行われない背景には、社会主義

的な計画経済の手法と資本主義的な市場経済の手法が混在した制度設計であるこ

とも大きな要素として存在している。確かに、従来はこのような制度によって中

国国内の不動産取引は活性化し、産業は急速に発展した。しかし、烏坎事件のよ

うに住民たちによる暴動などが発生している現在の中国においては、土地を収用

されて生活の基盤を失う人々に対する配慮を施した制度の抜本的な見直しが要求

されているといえるだろう。

また、異なる経済システムを採用したことによって生じた不平等は、都市と農

村の間にもある。都市の土地収用については冒頭で整理したように市場価格に

よって補償額が算定されるが、農村については農業生産額が基準となっている。

田によれば、これは収用制度の二元化問題と呼ばれ、農村における土地収用・補

償の法制度の整備が都市の場合と比べて遅れていることも問題視されている45）。

中国の土地収用・補償制度はこのような大きな制度上の欠陥を抱えているもの

の、一方で、公共事業を効率的に行うという観点からは評価すべき点もある。特

に、国有土地上家屋徴収補償条例では、土地と建物の所有権制度が日本と同じ様

に分離されているが収用の際に一体として扱っており、Ⅰ章 2節（ 2）項で述べ

たような建物を撤去してから収用するといった日本の方式は採用していない。こ

のような不動産を一体として扱う制度は、迅速な開発が求められている場面にお

いては有効な手段となりうるものといえるだろう。
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Ⅳ　香港の土地収用制度とその課題

1　香港の土地制度

（ 1） 一国二制度

香港の正式名称は中華人民共和国香港特別行政区である46）。かつてイギリスに

統治されていたが、中華人民共和国香港特別行政区基本法（以下、「基本法」）第

5条で社会主義体制及び中国の社会政策を50年間香港で行わないこと、現在の資

本主義体制とその生活様式を維持することを規定した一国二制度という特殊な制

度のもと1997年に返還された。

（ 2） 土地の所有と管理

香港の土地はイギリス国王に所有され、香港政府が管理を行っていた。返還に

より所有者が中国政府へ変わったが、基本法第 7条で定めるように香港政府が土

地の使用、開発、賃借などの管理を一貫して担っており、それによる収入を排他

的に受け取る権利を有する。また同法第 6条では私有財産の保障義務も定めてお

り、借地権に基づく土地の所有が最も多い所有権の形態となっている。

2　土地開発計画

（ 1） 都市計画条例

1939年に制定された都市計画条例47）は政府による土地利用及び開発を規定し

ている48）。特徴的なのは1991年の改正で強制執行の条項が足されたことである。

同条例第21条では、無許可開発は犯罪であると規定した。

（ 2） 開発計画策定手続

開発策定手続では一般住民の参加が想定されている。都市計画委員会が作成す

る計画案は、計画によって影響を受ける者に対して公示されなければならず（同

条例第 5条）、期間内であればいかなる人も異議申立てができる（同条例第 6条）。

そして都市計画委員会は会議を開き、すべての異議申し立てを審議しなければな

らない（同条例第 6 B条）。審議されたのち、都市計画委員会は異議申し立てに沿っ

て修正案を提出でき、その場合、修正案によって影響を受ける土地所有者に対し

てこれを公示しなければならない。さらなる異議申し立てがあった場合も、同様
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に審議を重ねていく（同条例第 6 C条～第 6 H条）。最終的に都市計画委員会は修

正の有無にかかわらず行政会議長官に対して計画案を提出し（同条例第 7条）行

政会議にて開発計画が許可される（同条例第 8条）。

2004年の改正では、土地所有者や利害関係人に、許可された計画原案と提起さ

れた意見について再考を要求する権利（同条例第12A条）や再審査を請求する権

利（同条例第17条）を認め、上訴委員会の決定を最終決定としたうえで上訴する

ことも認めた（同条例第17B条）。計画策定段階において住民を納得させ、意見を

取り入れようとしていると考えられる。

3　土地収用

香港には私的に所有された土地は存在しないため、政府による土地の取り戻し

（回収）の用語が適切といえるが、収用という言葉を使う。土地収用は主に以下

の二つの方法がある。

（ 1） 賃貸借契約による収用

政府は、契約に収用について条項を規定することで、土地を収用できる。通常、

賃借人が賃貸借条件に違反する場合、政府は契約に基づく土地買戻し権を行使で

きるという条項が含まれている。また、公共目的のために土地を収用する権限を

政府に与える条項を含んでいる場合も多い49）。

（ 2） 土地回収条例による収用

土地収用で中心となる法律は土地回収条例50）である。同条例第 3条と第 4条

によると、行政会議と都市計画委員会がそれぞれ公共の目的と都市計画条例の下

で策定された開発計画を実施する目的で、土地の収用を勧告できる51）。ほかにも

地下鉄条例、鉄道条例、土地収用条例、道路条例、土地排水条例などで政府が土

地を収用することを認めている52）。

（ 3） 土地収用の手続

まず行政長官によって土地収用が決定されると、官報にて公告を掲載し、収用

される時期と当該土地が公共の目的のために収用されることを告示する。公共の

目的のためとは、公共の目的のために当該土地の収用が必須だと説明すればそれ

で足り、使用用途を説明する必要はない（土地回収条例第19条）。
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次に、土地当局は公示期間終了前に土地所有者や利害関係人と合意を結び、土

地及び土地上の権利を買収できる（同条例第 4 A条）。売買条件に双方が合意すれ

ば収用手続は中断され、合意に至らない場合は公示期間満了時に所有権が政府に

返還される。返還されると、土地の保有者等すべての人は土地、土地の一部分、

土地上にあるものに対していかなる権利も持たなくなる（同条例第 5条）。

4　財産補償

基本法第105条は個人及び法人に財産取得権等を保障し、適法な財産の収用に

対する補償請求権を保障している。

（ 1） 賃貸借契約の条件による土地収用への補償

賃貸条件違反を理由に政府が土地を収用した場合、賃借人は補償請求できない

（土地回収条例第12条）。また政府が契約上の権利に従って収用する場合、土地局

長が補償金額の決定に関する排他的な権限を有し、これに対し上訴はできない。

この制度について、個人の権利を保障するため、政府が契約による収用権を主張

することはほとんどないとアントン・クーレイは述べている53）。

（ 2） 土地回収条例による土地収用への補償

（a） 手　続

政府が土地を収用してから28日以内に、土地当局が土地所有者及び利害関係人

に対して補償を申し出るか、または、土地所有者及び利害関係が書面を通して補

償を請求しなければならない。これらが守られなかった場合や補償額について合

意に至らなかった場合は土地審判所によって補償金を裁定できる（同条例第 6条）。

また法定補償以外にも特別手当を支払うこともあり、香港は権利人との合意形成

を大事にした制度をとっているといえる。実際、香港での土地収用の80～90％は

土地当局と権利人の協議によって補償問題を解決しており、土地審判所にかかる

のは10％ほどの案件だけ54）である。「土地権利人が受け取る補償金の額は、法定

の補償金以上になる可能性が高く、そして政府は権利人が法律上有する権利以上

の補償条件を提示することが便宜的であると捉えている」とクーレイは述べてい

る55）。政府が大規模な土地を収用する場合、法定以上の補償金の支払いによって

迅速な土地の取得が進められる56）。このような補償制度は香港の土地収用制度を

特徴付けるものであるだろう。
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（b） 補償項目

土地回収条例第10条第 2項は、土地審判所が補償額を決定する際の四つの基準

を定めているが、クーレイはそれを三つに分類し検討しており57）、これはイギリ

スの制度と近いものになっている。

①土地収用に対する補償

収用される土地と建物、またその地役権、占有権について補償される（同条例

第10条第 2項（b））。土地審判所は、収用時期の被収用地の価格を評価しなければ

ならない。基本法第105条にもあるように、市場価格に基づく支払い原則に則り、

被収用不動産と同類の不動産の売買取引、場所や環境、不動産状況、交通、など

の要素を比較考慮する58）。また補償額を決定する際には、土地収用が強制的であ

ることや被収用土地が都市計画条例による開発計画によって受けた影響を考慮し

てはならない（土地回収条例第12条）。

②分断及び妨害に対する補償（同条例第10条第 2項（c）（d））

これは商業損失補償ということもでき、被収用地で営業を行う者が営業場所の

移転に起因して被る営業上の損失に対しての補償である。移転費用又は代替地の

取得に伴う費用も補償しなければならない。

③近隣住民への補償

被収用地に地役権が付されている場合は所有者又は要役地の占有者は補償金を

請求できる。しかし、土地収用の結果生じる近隣住民の地役権の消滅に対して損

失補償が行われた裁判例は記録されていない59）。

5　土地収用制度の実情

今まで香港の土地の管理制度から収用、補償制度について述べてきた。最後に

これらの制度が実際にはどのように運用されているのか事例を挙げて検討する。

（ 1） 事例検討60）

2003年 1月の事案では“収用時期における被収用地の価格（同条例第10条第 2

項）”に発展の潜在力や希望価格は含まれているのか争われた。

本件土地は1999年公共の住宅用地として収用されたが、当時は未開発の農地で

空き家、あるいは荒廃している状態だった。しかし本件土地は住宅用地として発

展していくのに適切な土地であり、実際、住宅用地にする計画がなされていた。

そのため、未開発な農地としてではなく、住宅用地としての発展の潜在力を考慮
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した価格で収用するよう要求した。終審法院（日本における最高裁判所に相当）の

判決では、「土地所有者は収用時に合理的な補償を受けなければならないと同時

に、基本法第105条が保障する補償は実際の土地価格であって、市場価格ではな

い。一般に、市場価格は実際の土地価格に相当するが、実際の土地価格より市場

価格が高くなることは往々にある。土地の用途変更に伴う“希望価格”は、土地

回収条例が許すものではない。」61）と判示した。開発利益は政府に属するという

考えに則った結果となった。

（ 2） 制度の実情

以上のように検討すると香港の土地収用制度における特徴がみえてくる。一つ

は都市計画策定にあたって住民参加が望まれている点である。これはイギリスの

法制度に倣っているためである。一方でさらなる住民の参加と透明性の確保が一

貫して叫ばれている。政府は1999年度に立法会へ都市計画法案を提出したが成立

はしなかった。今後香港がこれらの課題にどのように対処していくのか注意が必

要であろう。二つ目は補償について土地所有者との合意によって法定金額以上を

支払う場合が多いことであり、実際裁判になるケースは少ない。土地収用、ひい

ては都市開発を計画的に迅速に進めるためである。

これらの土地収用制度が香港を世界有数の経済都市へと発展させ、高度な自由

経済を実現させる支えとなったのは間違いないだろう。

Ⅴ　カンボジアの土地収用制度とその課題

1　制度の概要

（ 1） カンボジアの土地所有制度について

カンボジアの土地制度の基本を規定している法律は、カンボジア王国憲法（以

下、「憲法」）、カンボジア王国土地法（以下、「土地法」）であり、憲法第44条及び、

土地法第 4条を根拠に、カンボジアでは土地への私的所有権が認められている62）。

なお、カンボジアでは、原則、土地と建物は同一不動産である（カンボジア王

国民法第122条）。
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（ 2） 土地収用に関する法制度

（a） 収用法の概要

前述の通り、カンボジアでは土地の所有権が認められており、憲法第44条は、

その根拠となっている条文であるが、それと並んで財産の収用規定が設けられて

いる。同条において、財産収用には、①公共の福祉のためであること、②法律に

基づいて行うこと、③事前に公平・公正な補償を行うことの三つが要件として定

められている。また、土地法第 5条も、憲法第44条と同様に、①事前に適正な補

償をすること、②法令によって定められた形式と手続に従うことを所有権収用の

要件にしている。

そこで、憲法及び土地法が指す法令を具体化するものとして、収用の原則、仕

組み、手続を規定したカンボジア王国収用法（以下、「収用法」）が2010年に制定

された。同法は、①私有財産権の適正かつ公正な収用、②事前の公正かつ適正な

補償、③公共の福祉に資すること、④公共事業インフラ63）発展の四つを目的と

している（収用法第 2条）。

カンボジアにおける収用の主体となっているのは、国のみであるのが特徴とし

て挙げられる（同法第 7条）。国の収用手続の実行主体として、経済産業省の代表

者が統轄し、同省その他関係省庁等の代表者によって構成される収用委員会64）

が設立されている（同法第12条）。

（b） 収用手続

土地等を収用する順序として、最初に公共インフラ事業を行う省庁・機関から

申請を収用委員会が受けて、同委員会が収用事業申請書を作成・提出し、それに

対する王国政府の認可を受ける必要がある（同法第15条）。なお、同委員会が同申

請書を作成する前に、公的調査を行い、補償を受ける不動産その他の財産の所有

者又はその他の物権の保有者（以下、「所有権者等」）の権原を調書に詳細に記録

する義務がある（同法第16条）。王国政府の認可が得られた後、同委員会は収用事

業宣言を発し、所有権者等に対して、収用対象となる不動産を、収用目的と共に

通知しなければならない（同法第17条）。そして、同委員会が事前に公正かつ適正

な補償金を支払った後にのみ、収用が行われる（同法第19条、第28条）。また、補

償については、完全な補償を行わなければならないとしている（同法第21条）。

（c） 補償金支払制度

不動産の所有者等に支払われる補償金の額は、同法第17条に基づく収用事業宣

言が行われた日の市場価格又は移転費用に基づいて、補償総額から未払いの税金
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等を控除したうえで、同委員会により指定された独立の委員会又は機関が決定す

る（同法第22条、第25条）。なお、決定された補償額は固定され、後に生じた価値

の変動は一切考慮されない（同法第26条）。その理由を、①価値の変動は、用途地

域を決定する都市計画や規定の土地利用計画によって残地が変化することによっ

て生じることがあること、②価値の変動が収用事業宣言の結果として生じること

としている。なお、収用される不動産を適法に賃借している者も、建物の撤去、

資材及び新しい移転先への輸送等、収用によってもたらされる損害に対して補償

を受ける権利を有しており、特に、営業をしている不動産賃借人は、同法第17条

に基づく収用事業宣言が出された日以降の営業活動のために投下された資本の価

値への適正かつ公正な補償として、その営業に対する補償及び追加的支援を受け

る権利を有している（同法第29条）。営業を行っている者が所有している不動産が

収用される場合も、同条に規定されており、収用事業宣言の出された日以降に収

用により実際に影響を受けた財産の価値に対する適正かつ公正な補償として、追

加的補償を受ける権利を有している。

（d） 救済制度

収用不動産の所有権者等から不服申し立て等を受ける機関として、関係省庁・

機関の代表者で構成され、土地管理・都市計画及び建設省の代表者が統轄する不

服救済委員会が設けられている（同法第14条）。収用事業宣言を受領し、不服に思

う収用予定不動産の所有権者等は、収用が公共の利益のために必要であるのか、

あるいは、他の場所を収用するという代替が可能か否かを明らかにするように調

査を求める不服申立書を同委員会に提出することができる。提出可能期間は、収

用事業宣言の受領後30営業日以内となっており、形式は書面によらなければなら

ない。不服申立書に記載される主な内容は、①不動産の所有権者等の氏名、住所

及び電話番号、②不服申立ての理由、③土地に関する法的事項の記載、そして④

収用されうる土地の所有者又は物権を有する者の権益の四つである。例外として、

収用が、主要な国の道路、橋梁、鉄道、水及び電気の供給システム、並びに、灌

漑システムの開発のためである場合には、調査を求める不服申立書を提出するこ

とができない（同条但書）。なお、調査完了後30営業日以内に、同委員会は、勧告

含む報告書を作成し、その決定のため、王国政府にその報告書を提出する必要が

ある。

また、同法における紛争解決の順序としては、初めに収用委員会の裁決を受け、

それに承服できない場合は、不服救済委員会に不服を申し立てることができる
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（同法第32条、第33条）。不服救済委員会の裁決に異議がある場合は、管轄裁判所

に訴えを起こすことができるようになっている（同法第34条）。

2　カンボジアにおける土地収用の実情

カンボジアでは、現在もインフラ等の開発事業での土地収用において、収用の

際の手段の問題、住民移転問題や補償問題など様々な人権問題が頻繁に生じてい

る。現地 NGOは、2003年から2008年の 5年間に強制立ち退きや打ちこわし等の

人権侵害を受けた住民が、 5万3758世帯（約25万人）に達しており、中には、警

官隊が出動し催涙ガスやゴム弾が住民に向かって発砲されるケース、妊娠中の女

性に電気棒が使用されるケースなど、暴力的な立ち退きも生じていたと報告して

いる65）66）。さらに、補償に関しては、住民に補償金や代替地を提供されることも

あったものの、大抵は資産の価値に見合わず、住民はそれでも受け取らざるを得

ない状況に追い込まれていたようである67）。

また、日本が ODAとして援助しているカンボジア国道 1号線68）の首都プノン

ペン市からメコン河渡河地点ネアックルンまでの約55kmの改修事業においても、

住民移転・補償問題が生じた69）。この事業は、第 1期から第 4期に工事期間が分

けられており、2014年からは最終段階である第 4期に差し掛かっている70）。住民

移転は、2100世帯以上に及び、2006年に本格化した。補償内容の妥当性について、

十分な検証や議論がなされないまま、この事業への無償資金協力は決定されてし

まい、妥当性が明らかでない補償内容のまま、第 1期の工事・住民移転が始まる

こととなった。当初は、アジア開発銀行（ADB）が定めた「非自発的住民移転政

策」に従った再取得費用での補償が行われず、家屋の資材をリサイクルすること

を念頭においた「移築価格」に2000年の政府公定単価に物価上昇率（年 3％）を

加味し、その 4年分の12％を加えた額を補償単価として、第 2期まで補償を実施

した71）。事業には国際協力機構（JICA）の環境社会ガイドラインが適用され、同

ガイドラインでは移転住民に適切なタイミングで十分な補償を実施することに

なっていたが、これがきちんと守られず、借金を負う住民が出ているようであ

る72）。なお、その後、再取得費用による補償方針が ADB案件で原則化されたこ

とを踏まえ、日本側より同種事業間の補償方針に差が生じないようカンボジア政

府に申し入れ、カンボジア政府は補償方針を見直した。見直しにより、第 3期以

降は再取得費用による補償を実施し、既に補償を支払った第 1期及び第 2期の住

民に対しても差額の追加支給を実施した73）。



306　法律学研究59号（2018）

3　制度的問題

カンボジアにおいて土地に関する問題が依然として多く発生している。一番の

原因として、法律に則って行政・司法をするという制度が十分に機能せず、適正

な手続がなされていないことが考えられる。カンボジアでは、ポル・ポト政権時

代に行われた法律の廃止や、知識人の大量虐殺等により、基本法の整備が不十分

で、それらを適切に解釈・運用できる法律家も乏しい状態であったため、日本、

その他の諸国、国際機関等が、現在もなお、法整備支援を行っている74）。JICAも、

カンボジアにおいて収用法が制定された際に、関係機関や地方自治体の一般職員

まで十分な説明がなされていない状況であったため、「収用法の普及」を目的と

したセミナーを2010年に開催している75）。しかしながら、2012年に NGO法人

ヒューマンライツ・ナウが公表した報告書によると、2001年に施行された土地法、

及び、2011年に日本の法整備支援によって施行された民法76）において、長年土

地に住み続けた占有者に正当な権利者としての保護を規定しているにもかかわら

ず、住民は何らの補償もないまま、ある日突然暴力的な強制退去を余儀なくされ、

家と財産を失っており、こうした土地政策に抵抗・抗議する住民たちの動きに対

し、カンボジア政府等は軍隊の派遣、暴力的手段による鎮圧、不当逮捕・訴追等

の強権的な手段に訴え、深刻な人権侵害を行っているとのことである77）。もしそ

れが真実であるとすれば、報じられている収用が、明らかに憲法第38条にも違反

しており、残念ながら、カンボジアでは、憲法、土地法、そして収用法と市民の

権利を守るための制度が活用出来ていないといわざるをえない。その正確な認識

に基づいて、制度運用の改善を図ってゆくべきである。

土地は、住居として、また営業の場として、生活をしていくうえで必要不可欠

である。カンボジア国民の生活を守るため、「絵に描いた餅」とならないように、

法令に則って政策を実施できるようなシステム・人材の育成等が望まれる。

Ⅵ　おわりに

各国の国家体制や歴史的背景、社会情勢によって、アジア諸国の土地収用制度

を支える論理は大きく異なっている。しかし、国家発展のための公共事業に伴う

土地収用の必要性があることはどの国も同じである。社会の発展の基盤となる個

人の財産権と、国家の発展に必要な公共の利益が両立しえないとき、どのような
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場合に国家権力による収用を許すのかということが問題となる。国家権力と結び

ついているという理由で公共の利益が常に優先されるならば、個人の権利が著し

くないがしろにされ、社会の基盤が揺らいでしまうことになる。このような個人

の権利の尊重という観点からは、明確な開発計画の提示や手続保障、補償の充実、

司法的救済手段の整備等を土地収用制度の中で確立することが必要であろう。た

だし、各国で以上のことに配慮した土地収用制度を整備したとしても、適切に運

用されなければ意味がない。各国の制度の定着状況に応じて、制度の前提となる

司法システムの確立とこれを担う人材育成も必要になる。

以上の中でも、特に補償は個人の権利と公共の利益の調整を担うものとして重

要である。補償の対象、範囲は各国の物の見方や考え方によって様々である。し

かし、被収用者の権利保護という観点からは、一定の補償は共通であると考えら

れる。まず、収用された土地に対する補償が基礎であるが、その土地に付属して

いた財産や価値に対する補償も必要である。さらに、公共事業全体での私益と公

益のバランスを図るためには、土地収用そのものに対する補償だけではなく、そ

の影響を受けるすべての人に対する補償も必要になってくる。ただし、基礎的な

補償についてはどの国にも定めがあるが、付加的な補償については、各国の経済

状況や権利保護状況等に照らしてどこまでこれを認めるべきかを判断すべき事柄

であるため、付加的な補償を欠いているからといって一概に制度の優劣を決する

ことはできない。

また、公共事業は各国家の中で戦略的に行われるものであるが、被収用者の権

利保護は国家の全体利益とは相反するため、各国に任せていたのでは、権利保護

がなかなか進まないというのが現実である。これに対処するには、被収用者の権

利保護に関する世界的な基準を作り、各国の制度をその目標に近づけるよう促す

という世界規模のアプローチの重要性も高い。例えば、世界銀行は途上国に融資

をする際、開発の過程における人々や環境への不当な害を防止・軽減することを

目標とする環境・社会面の「セーフガード政策」を重視している。この中では、

非自発的住民移転の際の補償範囲や司法的救済手続について定めてられている78）。

特に、2001年に策定された非自発的住民移転の業務政策（OP）（2007年 3月改訂）

においては、移転住民のハード面での生活保障のみならず、環境、伝統文化、コ

ミュニティの維持、少数民族への配慮等に至る幅広い要素を移転計画の考慮の対

象に含めることとされている。なお、被収用財産は再取得価格での賠償が原則と

されている。この原則の下では、金銭的な評価や補償を容易に行えないもの（公
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共サービス、顧客、取引先へのアクセス、漁場、放牧地、森林へのアクセスなどの損失）

については、同等かつ文化的に受容可能な資源や収益機会へのアクセスを確保す

るよう努力するものとされている。国内法において完全な再取得費用による補償

基準が満たされない場合は、再取得費用による補償基準を満たす付加的な方策に

よって国内法に基づく補償を補完するという機能も有する79）。また、非自発的住

民移転政策における JICAの基本方針も世界銀行の「セーフガード政策」にならっ

たものとなっている。JICAはより直接的に、土地収用に伴う住民移転に関して

法的な支援を行っている。各国が立法で自国制度を世界基準に近づけていくとい

うアプローチが難しい場合には、このような JICAなどの支援を受けることで、

国内立法が促進され、土地収用制度が洗練されていくという効果もある80）。

さらに、公共事業の種類によって、土地収用や環境問題等につき、世界基準が

定められていることがある。例えば、世界ダム委員会（WCD）は2002年に、住民

の明確な合意や自発的な賛成なしにはダム建設をしてはならないとするガイドラ

インを制定した。2003年には、このガイドラインの遵守のため、プロジェクトの

影響を受ける住民がプロジェクトに融資している国際協力銀行（JBIC）に対して

異議を申し立てることができる異議申立手続が設置されている81）。このような個

別の世界的機関は、被収用者の権利保護を目的としているため、その提言には偏

りがあるものの、権利保護を強化していくためにはここで提示された世界基準も

土地収用関連法制に盛り込むべきものである。個人の権利保護を充実させること

で、収用に至る前に住民合意が得られやすくなり、公共事業がスムーズに進むと

いう効果も期待できる。

一方で、公共の利益と個人の権利のバランスから、一方的に個人の権利ばかり

を促進するならば国家の発展が阻害されてしまう。権利保護に関する土地収用制

度の一定の実績を前提に、補償の範囲と内容を明確に定め、平等な運用ができる

ようにしなければならない。

各国の土地収用制度の発展がどの段階に至っているかによって、今後のアプ

ローチの仕方が異なっている。

日本は、統一された詳細な補償基準と手続保障によって、被収用者の権利保護

に手厚い制度の運用を実現している。今後は、制度内での平等性を図るべく、補

償の限界確定が必要となってくるだろう。

中国は、土地の所有形態と経済システムが独特であり、独自の制度設計を必要

とする。複数のシステムを併用していることから、制度上に間隙が生まれやすく、
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そこに不正が生じるという体質になっている。これに対処するためには、システ

ムの統一と公正な制度運用を担う人材育成がまず必要であろう。

香港は、イギリス法由来の開発計画による土地収用制度をとっており、住民合

意の形成という点に手厚い。しかし、補償の内容や範囲については付加的な補償

がまだ十分に機能していないようである。また、中国の制度との接合についても

どのように調整していくのかが重要なポイントと考えられる。

カンボジアは、適正な補償と司法的救済手段を定めた土地収用法を有している。

しかし、実際の運用では補償額の算定基準等が遵守されず、強制退去の際に人権

侵害が行われているという実態がある。今後は JICA等の支援を受けつつ、人材

育成、世界基準の遵守確保を進めていく必要がある。

公益と私益の調整は決してなくならない問題である。その手段たる土地収用制

度にもまた、一定の完成形というものは存在しない。各国の社会的、経済的、文

化的背景と発展状況に合わせて構築され、時代の変遷とともに常に改善を要求さ

れる性質のものである。多文化主義的な視点だけではなかなか進まない制度改善

を、グローバルな視点からの問題提起で進めていくことが必要と考えられる。
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